
1 予算編成方針

《総合振興計画基本政策》

2

＊参考：一般会計予算規模の推移（当初予算比較）

3 一般会計歳入歳出予算款別比較表

4 平成２２年度の主要事業（総合振興計画基本政策別）

　５ 自然の豊かさがあふれるまち

7,133,750

△ 612,728総　計 91,971,022

一般会計 57,100,000 2.88

162,272

　１ 魅力ある郷土をほこれるまち

　２ 市民と行政が協働するまち

　３ みんなで創る安全なまち

　４ だれもが安心して健康に暮らせるまち

予算額

2.48

55,100,000 56,400,000

2.36△ 0.75

53,765,000

（単位：千円・％）

92,583,750

55,500,000

△ 0.66

2.88

57,100,000

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

増減率

別添のとおり

△ 1.60

平成２２年度当初予算（案）の概要＜速報＞

予算規模

　平成２２年度は、経済不況の影響により市税収入が減少する厳しい財政状況では
あるが、限られた財源を最大限に有効活用し、市民のくらしを守るため真に必要な
施策を重点的に実施する方針である。
　予算編成にあたっては、健全財政を堅持しながら、総合振興計画を基本に、マニ
フェストに掲げた施策、議会やハートフルミーティングでのご意見をできる限り反
映させ、安心、安全なまち、市民が誇れるまちづくりを市民と協働で取り組むため
の予算編成を行った。

△ 7.9329,950,000 △ 2,375,000

（単位：千円・％）

増 減 率

85,450,000 △ 775,000 △ 0.91

2.27

27,575,000

水道事業

一般･特別計

平 成 ２ ２ 年 度

84,675,000

特別会計
（８会計）

7,296,022

別添のとおり

６ 活力ある産業が育つまち

７ 便利で快適な人にやさしいまち

８ 地域に根ざした教育・文化のまち

９ 効率的でわかりやすい行財政

平 成 ２ １ 年 度 増 減 額

55,500,000 1,600,000
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３　一般会計歳入歳出予算款別比較表

　（１） 歳 　入

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

１ 市 税 28,723,195 50.30 29,328,230 52.84 △ 605,035 △ 2.06

2 地 方 譲 与 税 770,000 1.35 820,000 1.48 △ 50,000 △ 6.10

3 利 子 割 交 付 金 90,000 0.16 110,000 0.20 △ 20,000 △ 18.18

4 配 当 割 交 付 金 40,000 0.07 40,000 0.07 0 0.00

5 株式等譲渡所得割交付金 10,000 0.02 10,000 0.02 0 0.00

6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,770,000 3.10 1,770,000 3.19 0 0.00

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 81,000 0.14 81,000 0.14 0 0.00

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 315,000 0.55 350,000 0.63 △ 35,000 △ 10.00

9 地 方 特 例 交 付 金 394,000 0.69 360,000 0.65 34,000 9.44

10 地 方 交 付 税 3,350,000 5.87 3,350,000 6.04 0 0.00

11 交通安全対策特別交付金 45,800 0.08 45,800 0.08 0 0.00

12 分 担 金 及 び 負 担 金 821,105 1.44 827,174 1.49 △ 6,069 △ 0.73

13 使 用 料 及 び 手 数 料 819,851 1.44 816,768 1.47 3,083 0.38

14 国 庫 支 出 金 6,928,513 12.13 4,388,042 7.91 2,540,471 57.90

15 県 支 出 金 3,008,360 5.27 2,658,703 4.79 349,657 13.15

16 財 産 収 入 91,415 0.16 126,602 0.23 △ 35,187 △ 27.79

17 寄 附 金 1 0.00 1 0.00 0 0.00

18 繰 入 金 2,621,512 4.59 3,194,172 5.76 △ 572,660 △ 17.93

19 繰 越 金 1,000,000 1.75 1,000,000 1.80 0 0.00

20 諸 収 入 2,532,748 4.43 2,524,808 4.55 7,940 0.31

21 市 債 3,687,500 6.46 3,698,700 6.66 △ 11,200 △ 0.30

57,100,000 100.00 55,500,000 100.0 1,600,000 2.88歳 入 合 計

　（単位：千円、％）

前 年 度 ( 当 初 ) 予 算 額 比 較
区            分

本 年 度 予 算 額

市税
50.30%

国庫支出金
12.13%

市債
6.46%

地方交付税
5.87%

県支出金
5.27%

繰入金
4.59%

諸収入
4.43%

分担金及び負担金
1.44%

地方消費税交付金
3.10%

使用料及び手数料
1.44%

繰越金
1.75%

地方譲与税
1.35% その他

1.87%
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　（2）歳  出

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

１ 議 会 費 447,400 0.78 454,460 0.82 △ 7,060 △ 1.55

２ 総 務 費 6,341,667 11.11 6,705,695 12.08 △ 364,028 △ 5.43

３ 民 生 費 21,299,791 37.30 18,195,852 32.79 3,103,939 17.06

４ 衛 生 費 5,000,313 8.76 5,056,419 9.11 △ 56,106 △ 1.11

５ 労 働 費 425,650 0.75 439,724 0.79 △ 14,074 △ 3.20

６ 農 林 水 産 業 費 1,074,466 1.88 1,161,515 2.09 △ 87,049 △ 7.49

７ 商 工 費 1,306,255 2.29 1,272,506 2.29 33,749 2.65

８ 土 木 費 6,802,201 11.91 7,294,843 13.14 △ 492,642 △ 6.75

９ 消 防 費 2,771,189 4.85 2,689,803 4.85 81,386 3.03

10 教 育 費 5,439,394 9.53 5,719,625 10.31 △ 280,231 △ 4.90

11 公 債 費 6,091,674 10.67 6,409,558 11.55 △ 317,884 △ 4.96

12 予 備 費 100,000 0.17 100,000 0.18 0 0.00

57,100,000 100.00 55,500,000 100.00 1,600,000 2.88

　（単位：千円、％）

比 較

歳 出 合 計

区            分
本 年 度 予 算 額 前年度(当初)予算額

商   工   費
2.29%

農林水産業費
1.88%

その他
1.70%

消   防   費
4.85%

衛   生   費
8.76%

教   育   費
9.53%

公   債   費
10.67%

総 　務　 費
11.11%

土　 木 　費
11.91%

民   生   費
37.30%
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４ 平成２２年度の主要事業（総合振興計画基本政策別） 

 

新は平成２１年度当初予算と比べての新規事業、継は継続事業。 

継続事業のうち〔新〕は新しい取り組み、〔拡〕は拡充した取り組み。 

事業説明のあとの（  ）は事業費〔単位：千円〕 

 

 

（１）魅力ある郷土をほこれるまち 

 

継 「緊急雇用対策」熊谷駅観光案内業務実施事業    【商業観光課】 

熊谷駅連絡所に併設した観光案内所において、熊谷市に関する観光情報の提供を行

うとともに、熊谷駅を利用する観光客に観光ＰＲを行う。（3,730） 

継 聖天山お客様お迎え事業              【商業観光課】 

〔新〕妻沼聖天山の一般公開に合わせ、聖天山の統一イメージのデザインを公募し、観 

光ＰＲに活用する。また、観光客の利便性を図るため、観光案内看板の設置及び駐 

車場内の整備を行う。（2,500） 

新 ウエルカム熊谷観光事業              【商業観光課】 

妻沼聖天山の一般公開を契機に熊谷観光の魅力を広く市外に発信するため、旅行業

者向け見本市の開催や観光展示会への出展を実施する。（500） 

新「熊谷の歴史を彩る」刊行事業              【図書館】 

郷土の歴史・文化について関心を促し、理解を深めるため、合併した地域それぞれ

の史跡・文化財・人物に関する入門書を刊行する。（1,510） 

 

（２）市民と行政が協働するまち 

 

継 熊谷新時代まちづくり事業             【政策調査課】 

〔新〕くまがや市民まごころ運動校区連絡会を対象として、団塊の世代及びその次世代 

の市民が地域活動に定着できるような企画を募集し支援する。（2,000） 

新 市民協働「熊谷の力」高齢者パソコン教室事業  【長寿いきがい課】 

高齢者が地域社会との交流を図れるようにするために、インターネットや電子メー

ルなど簡単な操作が習得できるためのパソコン教室を開催する。（300） 

新 市民協働「熊谷の力」認知症サポーター養成講座事業 

【長寿いきがい課】 

認知症に対する正しい知識と具体的な対応方法を、地域や職域、学校等市民に伝え
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る「認知症サポーター」を養成する講座を開催する。（403） 

新 市民協働「熊谷の力」地域のふるさとの森保全事業  【環境政策課】 

吉岡地区及び小江川地区の里山を市と地元自治会などが協働して、整備、保全を行

う。（788） 

新 市民協働「熊谷の力」段ボールコンポスト事業   【廃棄物対策課】 

ごみ減量を目的として、生ごみを家庭で手軽に堆肥化する「段ボールコンポスト」

の作成方法を市民に広める講習会を開催する。（82） 

新 市民協働「熊谷の力」おおさと桜サポーター事業   【公園緑地課】 

和田吉野川右岸堤内に植樹されている桜を、市と地元自治会（相上、玉作）が協働

して管理する。（830） 

新 市民協働「熊谷の力」さくら教室サポート支援事業  【学校教育課】 

不登校児童・生徒に対し学校復帰を支援する「さくら教室」が実施しているスポー

ツ活動や「農と緑のふれあいスクール」に学生ボランティアが事業の支援を行う。

（360） 

 

（３）みんなで創る安全なまち 

 

継 消防設備充実事業                 【消防総務課】 

各種災害に対する消防力の強化、充実を図るため、消防車両を計画的に更新する。

（はしご車 1 台・救急車 1 台・ポンプ車 1 台・消防団ポンプ車 3 台）（295,000） 

継 中央消防署等建設事業                【消防総務課】 

   公民館施設を併設した新しい中央消防署を、熊谷女子高校東側に新築するため、 

実施設計を行う。（53,000） 

 

（４）だれもが安心して健康に暮らせるまち 

 

継 「緊急雇用対策」ふれあいいきいきサロン運営事業【長寿いきがい課】 

   地域における高齢者などが気軽に集える地域コミュニティの拠点施設の運営を行う。

（4,968） 

継 不妊治療費助成事業               【健康づくり課】 

〔拡〕不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減するため不妊治療費の一部を助成 

する。平成 22 年度より不妊治療費助成限度額を 5 万円から 10 万円に、助成年度を 

2 年度から 5 年度に拡大する。（10,000） 
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 継 児童扶養手当等支給事業               【こども課】 

〔拡〕母子家庭に対して手当を支給している現行制度に加え、対象を「父子家庭」まで

拡大し、手当を支給する。（5,000） 

継 こども医療費給付事業                【こども課】 

子育てをする保護者の経済的負担の軽減を図るため、中学校修了までの子どもに対

し入院、通院にかかる医療費の一部を助成する。（652,540） 

 継 地域子育て支援拠点事業               【こども課】 

 〔新〕子育て中の親と子どもが交流できる場を提供するため、荒川公民館に、公立の地 

域子育て拠点施設を開設する（631） 

 新 子ども手当支給事業                 【こども課】 

次代の社会を担う子どもの成長及び発達に資するため、子どもを養育している者に、

中学校修了までの子ども一人あたり月額 1 万 3 千円を支給する。（3,268,605） 

継 放課後児童保育室整備事業               【保育課】 

 〔新〕児童クラブに入所できない待機児童を解消するため、大麻生小学校内に新たな児

童クラブを整備する（27,567）   

 新 籠原駅前保育所整備促進事業              【保育課】 

籠原駅北口にＪＲが建設する建物内に開設される民間保育所の整備等に要する費

用の一部を助成する。（21,375） 

 

（５）自然の豊かさがあふれるまち 

 

継  あっぱれ・天晴・新エネ・省エネ機器普及推進事業 【環境政策課】 

〔拡〕太陽光発電システムまたは高効率給湯器を住宅に設置する市民に対して、設置に 

かかる費用の一部を補助する。（25,000） 

新 あっぱれ・扇げ・温暖化防止活動推進センター事業  【環境政策課】 

地球温暖化対策の普及・啓発を図るため、「地球温暖化防止活動推進センター」とし

て指定した団体に補助する。（1,600） 

新 あっぱれ・冷ませ・熱線反射・断熱フィルム施工事業 【環境政策課】 

市庁舎の窓ガラスに熱線反射・断熱フィルムを貼り、冷暖房効率を高める。（12,000） 

新 小中学校雨水有効利用事業             【環境政策課】 

省エネルギー推進のため、雨水を溜めて潅水等に利用できる施設を小中学校に設置

する。（980） 

新 合併処理浄化槽維持管理費補助事業         【環境衛生課】 

合併処理浄化槽の適正な管理の促進を図るため、合併処理浄化槽の維持管理経費に
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対し、補助金を交付する。（55,000） 

新 籠原駅前公衆便所整備事業             【環境衛生課】 

籠原駅北口にＪＲが建設する建物内に公衆便所を整備する。（7,298） 

新 みどりを育てる省エネ対策事業           【公園緑地課】 

公園や里山の維持管理により発生する樹木枝や竹を焼却処分せずに、里山の再生な

どに有効利用できるようチップ化する樹木粉砕機を導入する。（3,300） 

 

（６）活力ある産業が育つまち 

 

継 企業誘致推進事業                  【産業振興課】 

産業の振興及び就労機会の創出、拡大のため、産業立地促進条例に基づく企業への

奨励制度を活用し企業の誘致を促進する。（92,736） 

継 中小企業融資あっせん事業             【商業観光課】 

中小企業者の経営の安定を支援するための融資枠を確保するとともに、現状の経済

情勢を踏まえ、償還金の利子の補てんを行う。（807,900） 

新 グリーンツーリズム研究事業            【商業観光課】 

「熊谷型グリーンツーリズム」の実現を目指し、実験及び検証を行う。（685） 

継 ほ場整備事業                   【農地整備課】 

   経営体育成基盤整備事業（熊谷中央地区）として玉井・代地内及び畑地帯総合農地

整備事業として妻沼小島地内のほ場整備を継続して実施する。（27,398） 

 

（７）便利で快適な人にやさしいまち 

 

新 総合交通体系整備促進事業               【企画課】 

市内循環バスの安全運行と充実に向けた取組を進めるとともに、県と協力して広域

的な公共交通の検討及び公共交通への利用転換に関する調査を実施する。（46,819） 

新 超低床ノンステップバス導入促進補助事業        【企画課】 

路線バス利用者の利便性の向上を図るため、超低床ノンステップバスを導入する路

線バス事業者に対し、補助金を交付する。（2,000） 

継 安心安全道路ネットワーク整備事業           【道路課】 

安心安全で生活しやすい都市機能の充実したまちづくりのため、生活に密着した地

域幹線道路ネットワークの整備を計画的に進める（79,042） 
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（８）地域に根ざした教育・文化のまち 

  

 新 小中学校屋内運動場建築事業            【教育総務課】 

   耐震診断結果に基づき、計画的に屋内運動場の耐震化を進める。平成２２年度は、

熊谷東小、吉岡中、中条中の屋内運動場を建築するため、地質調査及び設計を行う。

（41,708） 

 継 中条小学校屋内運動場建築事業            【教育総務課】 

   中条小学校の屋内運動場を平成 21 年度、22 年度二ヵ年で建築する。（172,155） 

継 特別支援教育支援員派遣事業            【教育総務課】 

 〔拡〕特別支援教育の充実を図るため、特別支援学級及び通級指導教室において、障害 

のある児童生徒の生活面での介助及び担任の補助活動を行う特別支援教育支援員

を派遣する。（38,766） 

継 学力向上対策推進事業                【学校教育課】 

 〔拡〕学力の向上及び基礎学力の定着を図るため、学級内での授業をサポートする学力 

向上補助員と学校教育支援者を小中学校に配置する。（42,611） 

新 美術品等購入事業                    【図書館】 

   郷土にゆかりがあり日本を代表する画家、森田恒友の作品を購入する。（3,000） 

 

（９）効率的でわかりやすい行財政 

 

新 市民意識調査事業                 【広報広聴課】 

合併、特例市への移行を経た熊谷市の市政について、市民を対象に意識調査を行う。

（2,100） 

新 「緊急雇用対策」納税コールセンター運営事業       【納税課】 

納税額の増加及び納税率の向上を図るため、文書催告でない声による電話催告を実

施することで納付を促す納税コールセンターを設置する。（10,838） 

新 会計業務効率化推進事業                【出納室】 

公共料金支払事務の一元化及び納付書による収入金集計事務（ＯＣＲ業務）の外部

委託により、支払事務及び収納事務の効率化、経費の抑制を図る。（12,605） 
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